

















　　This research clarifies the status of the disclosure of information by private nursing 
homes based upon the information that such nursing homes currently exhibit on the 
ESPA(Elderly Service Providers Association)-shiencenter, and analyzes whether the infor-
mation currently released by the nursing homes is useful for care service consumer protec-
tion.
　　As a result of investigation analysis, it cannot be said that much progress has been 
made in regard to information disclosure by private nursing homes, and it was observed 
that the information currently released is far from sufficient to assist the care service con-
sumer in selecting a private nursing home. In order to promote information disclosure 
which is useful to care service consumers, it is necessary to not only offer incentives to urge 
entrepreneurs to disclose information, the active instruction of the welfare facility organiza-
tions, centering on the Japanese Association of Retirement Housing, and the strengthening 







































































































































































































































































































家族の家ひまわり与野 入会金として 70万円 入居時に一括償却 
しまナーシングホーム木曽呂 広告・求人活動・施設設備費等として180万円、入居申込金 30万円 入居時に一括償却 
アビリティーズ・気まま館川口 施設利用権利金として 525万～ 1,050
万円（居室面積による） 5年（60か月）で償却 
センチュリーシティ大宮公園 介護一時金（自立者への一時的な介護
サービス費）として 126万円 10年（120か月）で償却 
グランビューさくらそう 入居時の保証金として 50万～ 70万円 解約時に全額返還 
応援家族越谷 入会金として 84万円 入居時に一括償却 
越谷なごみ苑 原状回復費用及び月額利用料未納分の
補填費として 19万円（家賃 2か月分） 
居室の原状回復費用及び月額利用料の未
払い分を差し引いた金額を退去時に返還 
トワームみずほ台 前払金プラン Aは 840万円
プラン Bは 1,176万円 
プラン Aは 5年（60か月）で償却、プ
ラン Bは約 7年（85か月）で償却 
イリーゼシルバーホームふじみの 入居金として 210万円 入居時に一括償却 
ケアホーム楓 利用料保証金として 10万円 解約時または退居時全額返還 
ヒューマンサポート幸手 利用権取得費用（金額不明） 90日（3か月）で一括償却 



















図 6　入居一時金の初期償却の有無 図 7　入居一時金の初期償却率















































































図 12　透明性の確保と地域との連携・交流等の充足率 図 13　適切な事業運営の確保の充足率率
























































1 地域包括支援センターとの連携 0.0 23 利用者の健康状態等の連絡 91.4
2 個人情報の利用目的の変更時の通知又は公表 5.8 23 利用者の身体状況に合わせた食事提供 91.4
3 権利侵害を防ぐための施設の開放 7.6 23 非常災害時の対応の仕組み 91.4
4 地域との連携・交流等 8.6 23 サービスの質の確保の検討 91.4
5 成年後見制度等の活用 36.2 24 事業所における役割分担等の明確化 93.3
6 利用者の状態に応じた食事提供 52.4 24 サービス提供記録を開示 93.3
7 利用者の家族との交流 53.3 25 協力医療機関等との連携 94.3
7 介護の質の定期的な自己評価 53.3 26 利用者等との意見交換 95.2
8 介護予防及び要介護度進行予防の取組み 54.3 27 金銭管理の記録と報告 95.6
9 感染症等の予防及び蔓延防止の仕組み 67.6 28 看護職員による服薬管理 96.2
10 体験入居の受け入れ 72.4 28 相談・苦情等の対応の取組み 96.2
11 マニュアル等の見直しの検討 73.3 29 事業所の改善課題に関する検討 98.1
12 事業計画・財務内容等の閲覧 74.3 30 契約前の見学 99.0
13 利用者のプライバシーの保護 78.1 30 入浴介助の質確保の仕組み 99.0
13 倫理及び法令遵守に関する研修 78.1 30 排せつ介助の質確保の仕組み 99.0
14 利用者の意向・満足度等の検討 81.0 30 利用者の生活の質向上の取組み 99.0
15 ボランティアの受け入れ 82.9 30 マニュアル等の閲覧可能な場所への備え付け 99.0
16 事業計画の毎年度の作成 83.8 31 重要事項説明書の公開 100.0
16 事故発生等緊急時の対応の仕組み 83.8 31 重要事項の説明と同意 100.0
16 現任の従業者の計画的な研修 83.8 31 退居基準の説明と同意 100.0
17 新任の従業者の計画的な研修 84.8 31 利用者等の希望に基づくサービス計画 100.0
18 計画的な機能訓練の実施 86.7 31 利用明細の交付 100.0
19 認知症ケアの研修 88.6 31 利用者の自主性及び意思の尊重 100.0
19 個人情報の保護に関する規程の公表 88.6 31 従業者が守るべき倫理の明文化 100.0
20 身体的拘束等の説明と同意 89.1 31 従業者間での情報共有 100.0
21 事故発生又は再発防止の仕組み 89.5 31 利用者ごとの緊急連絡先の把握 100.0
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のための有効な戦略となろう。
　最後に本研究の課題として、公共交通機関が発達している首都圏ではなく、相対的に交
通が不便な地域に立地している有料老人ホームを調査対象にする必要性を感じている。差
し当たり、首都圏以外の他の地域への拡大調査を実施し、本調査結果で明らかになった有
料老人ホームの情報公表の現状と課題をより深く掘り上げていく予定である。あわせて、
公表されている事業者の情報公表の内容が介護サービス消費者の選択権を最大に保障する
内容となっているかどうか、公表された情報の質をも評価してまいりたい。
